






























報告報告報告報告 4444－－－－1111    

【概要版】 

                                         

    

    

    通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする    

児童生徒への支援状況児童生徒への支援状況児童生徒への支援状況児童生徒への支援状況調査調査調査調査    報告報告報告報告    

    

    

 

ⅠⅠⅠⅠ．調査．調査．調査．調査の目的の目的の目的の目的    

本調査では、県内の全小・中学校を対象とし、各校の校内委員会で特別な教育的支援

が組織的に検討されている児童生徒の「支援状況」を調査することとした。 

校内委員会で組織的に検討されている児童生徒に、どのような支援が具体的に行われ

ているのかを把握し、今後の特別支援教育の推進・充実のための基礎資料とする。 

 

ⅡⅡⅡⅡ．．．．調査の方調査の方調査の方調査の方法法法法    

    

１１１１    調査対象調査対象調査対象調査対象    

（１） 県内の市町村立小・中学校全校を対象とする。    

（２） 平成２６年１１月１日現在、各学校で通常の学級に在籍している児童生徒のう

ち校内委員会で具体的に特別な教育的支援を検討した児童生徒（経過観察は除く）。    

 

 

 

２２２２    調査内容調査内容調査内容調査内容 

通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒につい 

て、調査票配付時点の障がいの状況、及び個別の教育支援計画、個別の指導計画に基づ 

く支援状況等。 

    

３３３３    調査時期調査時期調査時期調査時期        平成２６年１１月～平成２７年１月 

    

４４４４    回答率回答率回答率回答率  １００％ 

    

ⅢⅢⅢⅢ．調査結果．調査結果．調査結果．調査結果（各学校の在籍児童生徒数等は平成２６年１１月１日現在） 

 

１１１１    通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態    

                                                                                     （以下より「校内委員会で支援を検討している児童生徒」） 

    

（（（（１１１１））））校内委員会で支援を検討している児童生徒について校内委員会で支援を検討している児童生徒について校内委員会で支援を検討している児童生徒について校内委員会で支援を検討している児童生徒について    

① 県内小・中学校全在籍児童生徒のうち、校内委員会で支援を検討している児童生徒 

    ４，７６９人  ５．４％  

小学校 ３，３５８人  （５．９％） 中学校 １，４１１人（４．５％）  

② ①のうち、知的障がいやその他の障がいを除いた、発達障がい及び発達障がいの可 

能性のある児童生徒                       ４，３２３人  ４．９％  

小学校 ３，０１３人 （５．３％） 中学校 １，３１０人（４．２％）  

 

検  査  数：小学校２６７校  中学校１０３校  計３７０校（分校含む） 

 児童生徒数：小学校 57,389 人 中学校 31,528 人 計 88,917 人  
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図１ 在籍児童生徒総数に対して、校内委員会で支援を検討している児童生徒の割合 
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通常の学級に在籍し、校内委員会で支援を検討している児童生徒の割合は全県平 

均では、5.4％であった。 

そのうちの９割は発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒であり、通常の

学級では、発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒への対応が課題となって

いる。校内委員会に名前があがったが、経過観察や学級で対応している児童生徒を含

めると、発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒の割合はさらに高くなると

考えられる。 

発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒のうち約７割の児童生徒は医師

の診断を受けていなかったが、学習の遅れや対人関係への対応について、校内委員会

での検討を基に、支援にあたっている。 

    

（２）（２）（２）（２）    支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）    

  

図２ 支援の際に困難を感じていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校が支援の際に最も困難を感じていることは、小・中学校とも「学習の遅れ」で

ある。児童生徒の実態に応じた学習方法の工夫等、児童生徒個々のニーズに応じた学

習への対応に苦慮している。次に困難を感じているのが「対人関係」である。 

「対人関係」のトラブルが生じる要因として、「衝動性」からくる他者への不適切な

関わりや「こだわり」からくる集団への参加の難しさ、「不注意」からくる全体指示

の理解不足などがあり、個別の対応が必要な場面が多くなっていることが考えられる。 

特定の児童生徒の「学習の遅れ」や「対人関係」が学級全体に影響を及ぼし、学級

経営に困難が生じているケースも見られる。 

また、中学校では、「対人関係」のトラブルや学習の遅れにより、将来の進路、生

き方への「不安感」、さらには、自己有用感の低下による「無気力」などへの対応に

も困難を感じていた。 

 

 

    

 校内委員会で支援を検討していない児童生徒 （94.6%） 
・通常の学級 （93.0%）  

・特別支援学級（1.6%） 

発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒（4.9%） 

知的障がい及び知的障がいの疑いのある児童生徒（0.4%） 

視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自

由、病弱の児童生徒（0.1%） 

校内委員会で支援を検討した 
児童生徒(5.4%） 

小学校  

中学校  
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２２２２    校内委員会で校内委員会で校内委員会で校内委員会で支援を検討している支援を検討している支援を検討している支援を検討している児児児児童生徒への童生徒への童生徒への童生徒への「個別の教育支援計画」「「個別の教育支援計画」「「個別の教育支援計画」「「個別の教育支援計画」「個別の指導計画個別の指導計画個別の指導計画個別の指導計画」」」」

の作成状況の作成状況の作成状況の作成状況 

     

・ 個別の教育支援計画を作成している児童生徒       ２，２４９人 ４７．２％  

小学校１，６０４人（47.8%） 中学校６４５人（45.7%） 

 

 図３－１ 個別の教育支援計画の作成状況  

 

全 体 

 

 

・ 個別の指導計画を作成している児童生徒           ２，７４７人 ５７．６％  

             小学校２，１１８人（63.1%） 中学校６２９人（44.6%） 

     図３－２ 個別の指導計画の作成状況  

全 体 

  

 

通常の学級に在籍し、校内委員会で支援を検討している児童生徒の「個別の教育支援

計画」の作成率は 47.2%であり、「個別の指導計画」の作成率は、57.6%である。個別の教

育支援計画は、関係機関との連携のツールとして活用されるものであるが、実際の指導

場面での対応が先行し、個別の教育支援計画の作成よりも個別の指導計画を優先して作

成している現状となっていると考えられる。個別の指導計画は、支援を行う際の必須の

ものであるが、通常の学級では、必要としている児童生徒の半分程度しか作成されてい

ない現状である。 

学校が支援の際に困難を感じている「学習の遅れ」「対人関係」等について、適切な支 

援を検討するために、まずは個別の指導計画を作成し、その項目や活用について検討す 

る必要がある。    

    

    

３３３３    早期からの早期からの早期からの早期からの一貫した一貫した一貫した一貫した支援体制支援体制支援体制支援体制    

（１）（１）（１）（１）    引継ぎの状況引継ぎの状況引継ぎの状況引継ぎの状況    

・ 何らかの引継ぎが行われた児童生徒           １，９６５人 ４１．２％    

幼稚園・保育所から小学校への引継ぎ １，２１３人（36.1%）  

小学校から中学校への引継ぎ       ７５２人（53.3%） 

（２）（２）（２）（２）    相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携    

 

  ・ 相談機関との連携が行われている児童生徒         １，７８１人 ３７．３％  

                             小学校 1,351 人(40.2%)   中学校   430 人 (30.5%) 

 図４ 相談機関との連携について 

    

 

 

  小学校から中学校への引継ぎは半数程度であるが、幼稚園、保育所等からの引継ぎは、

1/3 程度である。就学時検診や入学前の情報交換などの引継ぎは行われているが、個別の

指導計画、個別の教育支援計画等の文書による引継ぎは十分でない。引継ぎの内容と方

法、体制等について検討していく必要がある。    

早期からの一貫した支援には、相談機関との連携が重要であるが、小学校 40.2%、中学

校 30.5%となっている。どこに相談して良いのか分からなかったり、医療や福祉からの支

援が必要と思われる場合でも、関係者間の合意形成がなかなか図られず、相談機関等に

つなげることが難しかったりすることもある。相談機関を活用して、教育相談、カウン

セリング、医療機関等につなげることができる体制づくりが必要である。 

    

    

 
個別の指導計画を作成している（57.6%） 作成していない（42.4%） 

 相談機関との連携が行われている 
児童生徒（37.3％） 

相談機関との連携が行われていない児童生徒（62.7%） 

 
個別の教育支援計画を作成している（47.2%） 作成していない（52.8%） 
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４４４４    校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している児童生徒が必要としている学びの場児童生徒が必要としている学びの場児童生徒が必要としている学びの場児童生徒が必要としている学びの場    

（複数回答（複数回答（複数回答（複数回答））））    

 

 小・中学校 小学校 中学校 

通常の学級 

６２．６％ 

（２，９８７人） 

６２．２％ 

（２，０８８人） 

６３．７％ 

（８９９人） 

別室での指導 

２０．４％ 

（９７３人） 

１７．０％ 

（５７０人） 

２８．６％ 

（４０３人） 

通級指導教室 

９．７％ 

（４６１人） 

１３．０％ 

（４３５人） 

１．８％ 

（２６人） 

特別支援学級 

７．７％ 

（３６９人） 

８．８％ 

（２９４人） 

５．３％ 

（７５人） 

 

 図５ 校内委員会が考えた児童生徒に必要な学びの場 

(比率：学校が必要と考える学びの場／校内委員会で支援を検討している児童生徒) 

 

 

 

 

 

 

    

    

 校内委員会で支援を検討している児童生徒について、学校が必要と考えている学びの場

は、約６割が通常の学級である。通常の学級での支援、配慮が重要であることが再確認で

きる。一方、約３割の児童生徒は「別室での指導」「通級指導教室」等が必要だと回答して

いる。また、中学校で特別な支援をしている生徒の２割が３０日以上の欠席をしていた。 

これらのことから、第一に通常の学級での支援の改善が必要である。そのうえで、児童

生徒個々の状況に応じた個別の対応（多様な学びの場の検討）が求められている。 

    

    

ⅣⅣⅣⅣ    今後の施策今後の施策今後の施策今後の施策推進の方向性推進の方向性推進の方向性推進の方向性    

 

県教育委員会として、「担任力の育成」「特別支援学級へのさんさんプラン導入」「管理職

研修・ミドルリーダー研修における特別支援教育に係わる研修導入」「チーム学校の取組」

などを行ってきている。これらを土台に、各学校で一人ひとりの教職員が特別支援教育の理

念をさらに深く理解することが大切である。また、今回の調査から、適切な支援を行うため

に必要な次のことを、一人ひとりの教職員が推進役となり、実践していく必要がある。  

 

①個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成と活用 

②早期からの一貫した支援体制の構築  

③通常の学級における支援の工夫 

④子どもに応じた多様な学びの場の確保 

 

今後も、第６次山形県教育振興計画の中間期である５年後をめどに「支援状況」に関する

評価、見直し、改善を行うために再調査を行い、全ての児童生徒に必要な支援が行き届くよ

うにしていきたい。 
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通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要    

とする児童生徒への支援状況とする児童生徒への支援状況とする児童生徒への支援状況とする児童生徒への支援状況調査調査調査調査    

    

    

    

報告書報告書報告書報告書    
 

平成２７年８月 

山形県教育委員会 



 はじめに 

  

平成２４年７月の中央教育審議会分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ

教育システム構築のための特別支援教育の推進」を受け、平成２５年９月１日に就学先決

定の仕組みの変更や保護者及び専門家の意見聴取の義務の範囲拡大などを主な内容とする

学校教育法施行令の一部改正が行われました。また、平成２５年１０月に文部科学省は「教

育支援資料」を公表し、科学的・医学的知見や新たな就学手続の趣旨及び内容、早期から

の一貫した支援の重要性を明確にするとともに、市町村教育委員会の就学手続におけるモ

デルプロセスや具体的な配慮の観点等についても示しています。 

 本県においては、平成２５年１２月に「第２次山形県特別支援教育推進プラン」を策定

し、今後の施策を示しました。また、平成２６年３月には、「教育支援の手引―障がいのあ

る子どもに対する教育支援と就学手続について―」を作成し、本県の特別支援教育の推進

を図ってまいりました。 

 小・中学校に在籍する、生活面・学習面の配慮を必要としている児童生徒においては、

様々な困難を抱えている状況があります。県としても、特別支援教育に係る加配や通級指

導教室の設置、研修内容の改善等、種々の施策を行っているところです。市町村では地方

財政措置による特別支援教育支援員の配置などを進めていますが、十分な体制であるとは

いえないのが現状です。今後も関係機関と連携しながら国に地方財政措置の拡充を求めて

いく必要があります。 

 今回の調査を通して、「通常の学級に在籍している特別な教育的支援を必要としている児

童生徒」に関する支援状況、特に、校内委員会を活用し、学校組織としての支援状況につ

いて明らかにすることで、児童生徒個々への支援の充実につなげていきたいと考えており

ます。 

 本調査にあたっては、各学校、市町村教育員会、教育事務所から協力をいただき、全て

の小中学校から回答いただきました。また、山形県立保健医療大学教授佐竹真一先生から

もご助言をいただきましたことに心より感謝申し上げます。 

 

 

 

                   平成２７年８月 

                   山形県教育委員会義務教育課長 軽部 賢 
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調査にあたって 

 

 この度、本県の独自調査として「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする

児童生徒への支援状況に関する調査」を実施した。 

 

 本県では、平成２４年度に「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童

生徒に関する調査」を実施している。 

前回の調査は、文部科学省が平成２３年度に実施した「通常の学級に在籍する特別な教

育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」と同様のチェックシートを用いての調査で、

県内４教育事務所管内の小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒の約３％（約３，１

００人：６６校１９２学級）を対象として行い、以下の調査結果となった。 

（文部科学省の調査では、発達障がいの可能性のある児童生徒は全国で６．５％程度の 

在籍率という結果であった。） 

 

① 小・中学校の通常の学級に在籍している児童生徒のうち、「学習面」「行動面」 

で特別な教育的支援を必要とする児童生徒の割合は、学校ごとに大きなばらつき 

があり、３／４の学校が５％を中心としたグループに、残り１／４は高いグルー 

プにまとまるという分布となった。全体としては前回（６．２％）より高い傾向 

にあると考えられる。ただし、平均値を求め、それを全体的な実態としてとらえ、 

前回と比較することは適当ではない。 

② 小・中学校の通常の学級に在籍している児童生徒のうち、特別な教育的支援を 

必要とする児童生徒に対して、何らかの支援を行っている割合は、全国の割合よ 

り高い。 

項   目 山形県 全国（H24） 

現在、いずれかの支援がなされている ７２．２％ ５５．１％ 

 

              ＜平成２５年１２月 第２次山形県特別支援教育推進プランより＞ 

 

 

前回調査で支援がなされていた児童生徒について、どのような支援が行われ、どのような課題

があるのかを知るために、通常の学級に在籍している特別な教育的支援が必要な児童生徒への、

「支援状況」に関する調査を再び行い、どのような具体的な支援が学校で行われているのかを調

べることとした。 

今回の調査では、①対象を校内委員会で組織的に支援を検討している児童生徒とすること、

②全県すべての小・中学校を対象とすること、とした。 

 

 

 

－１－ 



 

「「「「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への    

支援状況に関する調査支援状況に関する調査支援状況に関する調査支援状況に関する調査」」」」の概要の概要の概要の概要    

 

ⅠⅠⅠⅠ    調査調査調査調査の目的の目的の目的の目的    

 

本調査では、県内の全小・中学校を対象とし、各校の校内委員会で特別な教育的支援

が組織的に検討されている児童生徒の「支援状況」を調査することとした。 

校内委員会で組織的に検討されている児童生徒に、どのような支援が具体的に行われ

ているのかを把握し、今後の特別支援教育の推進・充実のための基礎資料とする。 

    

ⅡⅡⅡⅡ    調査の方法調査の方法調査の方法調査の方法    

    

１１１１    調査対象調査対象調査対象調査対象    

 

（１） 県内の市町村立小・中学校全校を対象とする。 

 

（２） 平成２６年１１月１日現在、各学校で通常の学級に在籍している児童生徒のうち 

校内委員会で具体的に特別な教育的支援を検討した児童生徒（経過観察は除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    調査内容調査内容調査内容調査内容 

校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒について、調査票配付時点

の障がいの状況、及び個別の教育支援計画、個別の指導計画に基づく支援状況等 

    

３３３３    調査時期調査時期調査時期調査時期        平成２６年１１月～平成２７年１月 

    

４４４４    回答率回答率回答率回答率  １００％ 

    

    

    

    

    

    

    

    

－２－ 

 

検  査  数：小学校２６７校  中学校１０３校  計３７０校 

                       （分校含む） 

 児童生徒数：小学校 57,389 人 中学校 31,528 人 計 88,917 人  

 



ⅢⅢⅢⅢ    調査結果調査結果調査結果調査結果（各学校の在籍児童生徒数等は平成２６年１１月１日現在） 

 

 １１１１    通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態通常の学級に在籍し、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態    

                                                                                （以下より「校内委員会で支援を検討している児童生徒」） 

    

（（（（１１１１））））校内委員会で校内委員会で校内委員会で校内委員会で支援を検討している児童生徒について支援を検討している児童生徒について支援を検討している児童生徒について支援を検討している児童生徒について    

 

① 県内小・中学校全在籍児童生徒のうち、校内委員会で支援を検討している児童生徒 

    ４，７６９人   ５．４％  

小学校 ３，３５８人（５．９％）  中学校 １，４１１人（４．５％）  

    

② ①のうち、知的障がいやその他の障がいを除いた、発達障がい及び発達障がいの可

能性のある児童生徒                             ４，３２３人    ４．９％  

小学校  ３，０１３人（５．３％） 中学校  １，３１０人（４．２％）  

 

 図１ 在籍児童生徒総数に対して、校内委員会で支援を検討している児童生徒の割合 

 

 

 

 

 

 

  徳ｈべつな 

 

 

 

 

 

 

図２ 校内委員会で支援を検討している児童生徒の障がい比率 

 

 

 

 

 

 

 

 【考 察】  

 通常の学級に在籍し、校内委員会で支援を検討している児童生徒の割合は全県平 

均では、5.4％であった。 

そのうちの９割は発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒であり、通常 

の学級では、発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒への対応が課題とな 

っている。校内委員会に名前があがったが、経過観察や学級で対応している児童生 

徒を含めると、発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒の割合はさらに高 

くなると考えられる。 

  発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒のうち約７割の児童生徒は医

師の診断を受けていなかったが、学習の遅れや対人関係への対応について、校内委

員会での検討を基に、支援にあたっている。 

 
 校内委員会で支援を検討していない児童生徒 （94.6%） 

通常の学級 （93.0%）  

特別支援学級（1.6%） 

発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒（4.9%） 

知的障がい及び知的障がいの疑いのある児童

生徒（0.4%） 
視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自由、

病弱の児童生徒（0.1%） 

 

知的障がい及び知的障がいの疑いのある児童生徒（7.4%） 

校内委員会で支援を検討した 

児童生徒(5.4%） 

 
診断あり（28.0%） 

診断なし（72.0%） 

発達障がい及び発達障がいの疑いのある児童生徒（90.7%） 

視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自由 

病弱の児童生徒（1.9%） 

－３－ 



    

（２）（２）（２）（２）    支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）支援の際に困難を感じていることについて（複数回答）    

  

図３ 支援の際に困難を感じていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考 察】  

学校が支援の際に最も困難を感じていることは、小・中学校とも「学習の遅れ」であ

る。児童生徒の実態に応じた学習方法の工夫等、児童生徒個々のニーズに応じた学習へ

の対応に苦慮している。次に困難を感じているのが「対人関係」である。 

「対人関係」のトラブルが生じる要因として、「衝動性」からくる他者への不適切な関

わりや「こだわり」からくる集団への参加の難しさ、「不注意」からくる全体指示の理解

不足などがあり、個別の対応が必要な場面が多くなっていることが考えられる。 

特定の児童生徒の「学習の遅れ」や「対人関係」が学級全体に影響を及ぼし、学級経

営に困難が生じているケースも見られる。また、中学校では、「対人関係」のトラブルや

学習の遅れにより、将来の進路、生き方への「不安感」、さらには、自己有用感の低下に

よる「無気力」などへの対応にも困難を感じていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校 

中学校 

 小学校     

１ 学習の遅れ 20.0％ 

  ２ 対人関係  16.6％ 

  ３ 不注意   15.0％ 

  ４ こだわり    11.8％ 

  ５ 衝動性      10.2％ 

 

 中学校     

１ 学習の遅れ 23.8％ 

  ２ 対人関係  20.0％ 

  ３ こだわり  12.4％ 

  ４ 不安感     10.6％ 

  ５ 不注意       8.9％ 

 

－４－ 



２２２２    校内委員会で校内委員会で校内委員会で校内委員会で支援を検討している支援を検討している支援を検討している支援を検討している児童生徒への児童生徒への児童生徒への児童生徒への「「「「個別の教育支援計画個別の教育支援計画個別の教育支援計画個別の教育支援計画」「」「」「」「個別の指導計画個別の指導計画個別の指導計画個別の指導計画」」」」

の作成状況の作成状況の作成状況の作成状況 

   

・ 個別の教育支援計画を作成している児童生徒     ２，２４９人 ４７．２％  

小学校１，６０４人（47.8%） 中学校６４５人（45.7%） 

 

 図４－１ 個別の教育支援計画の作成状況  

 

全 体 

 

 

小学校 

 

中学校 

 

 

・ 個別の指導計画を作成している児童生徒         ２，７４７人  ５７．６％  

       小学校２，１１８人（63.1%） 中学校６２９人（44.6%） 

   

 図４－２ 個別の指導計画の作成状況  

 

全 体  体 

  

 

小学校 

 

中学校 

 

 

【考 察】  

通常の学級に在籍し、校内委員会で支援を検討している児童生徒の「個別の教育支援

計画」の作成率は 47.2%であり、「個別の指導計画」の作成率は、57.6%である。個別の教

育支援計画は、関係機関との連携のツールとして活用されるものであるが、実際の指導

場面での対応が先行し、個別の教育支援計画の作成よりも個別の指導計画を優先して作

成している現状となっていると考えられる。個別の指導計画は、支援を行う際の必須の

ものであるが、通常の学級で作成されているのは、支援を必要としている児童生徒の約

半分程度であった。 

学校が支援の際に困難を感じている「学習の遅れ」「対人関係」等について、適切な支 

援を検討するために、まずは個別の指導計画を作成し、その項目について吟味する必要

がある。    

    

    

    

    

    

 

 

－５－ 

 
個別の指導計画を作成している（57.6%） 作成していない（42.4%） 

 （63.1%） （36.9%） 

 
（44.6%） （55.4%） 

 
個別の教育支援計画を作成している（47.2%） 作成していない（52.8%） 

 
（47.8%） （52.2%） 

 
（45.7%） （54.3%） 



３３３３    早期からの支援体制早期からの支援体制早期からの支援体制早期からの支援体制    

（１）（１）（１）（１）    引継ぎの状況引継ぎの状況引継ぎの状況引継ぎの状況    

・ 何らかの引継ぎが行われた児童生徒        １，９６５人  ４１．２％    

幼稚園・保育所から小学校への引継ぎ １，２１３人（36.1%）  

小学校から中学校への引継ぎ       ７５２人（53.3%） 

 図５ 引継ぎ状況  

  

 

全 体  体 

     

幼稚園・保育所から小学校への引継 

 

 

    小学校から中学校への引継 

 

 

（２）（２）（２）（２）    相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携    

 

  ・ 相談機関との連携が行われている児童生徒        １，７８１人  ３７．３％  

                             小学校 1,351 人(40.2%)   中学校   430 人 (30.5%) 

 図６ 相談機関との連携について 

    

全 体 

 

      

小学校 

   

 

中学校 

母数：校内委員会で支援を検討している 児童 ３，３５８人    生徒 １，４１１人 

 

【考 察】  

  小学校から中学校への引継ぎは半数程度であるが、幼稚園、保育所等からの引継ぎは、

1/3 程度である。就学時検診や入学前の情報交換などの引継ぎは行われているが、個別

の指導計画、個別の教育支援計画等の文書による引継ぎは十分でない。引継ぎの内容と

方法、体制等について検討していく必要がある。    

早期からの一貫した支援には、相談機関との連携が重要であるが、小学校 40.2%、中学

校 30.5%となっている。どこに相談して良いのか分からなかったり、医療や福祉からの支

援が必要と思われる場合でも、関係者間の合意形成がなかなか図られず、相談機関等に

つなげることが難しかったりすることもある。相談機関を活用して、教育相談、カウン

セリング、医療機関等につなげることができる体制づくりが必要である。    

    

    

    

    

    

    

    

    

－６－ 

 
引継ぎが行われた（41.2%） 行われてない（58.8%） 

 
幼保から小学校（36.1％） 行われてない（63.9%） 

 小学校から中学校（53.3%） 行われてない（46.7%） 

 （40.2%） （59.8%） 

 

 
（30.5%） （69.5%） 

相談機関との連携が行われている 
児童生徒（37.3％） 

相談機関との連携が行われていない児童生徒（62.7%） 



４４４４    校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場    

 

（１）（１）（１）（１）    校内委員会として校内委員会として校内委員会として校内委員会として現時点で教育的ニーズに対応するために必要だと現時点で教育的ニーズに対応するために必要だと現時点で教育的ニーズに対応するために必要だと現時点で教育的ニーズに対応するために必要だと考えている考えている考えている考えている学びの場学びの場学びの場学びの場                                                                                                    

（複数回答）（複数回答）（複数回答）（複数回答）    

 

 小・中学校 小学校 中学校 

通常の学級 

６２．６％ 

（２，９８７人） 

６２．２％ 

（２，０８８人） 

６３．７％ 

（８９９人） 

別室での指導 

２０．４％ 

（９７３人） 

１７．０％ 

（５７０人） 

２８．６％ 

（４０３人） 

通級指導教室 

９．７％ 

（４６１人） 

１３．０％ 

（４３５人） 

１．８％ 

（２６人） 

特別支援学級 

７．７％ 

（３６９人） 

８．８％ 

（２９４人） 

５．３％ 

（７５人） 

       

 図７ 校内委員会が考えている児童生徒に必要な学びの場 

(比率：学校が必要と考える学びの場／校内委員会で支援を検討している児童生徒) 

 

 

 

 

 

    

    

    

（２）（２）（２）（２）    登校状況登校状況登校状況登校状況    

  ・ 年間３０日以上欠席した児童生徒    ３４１人（ ７．２％） 

小学校 ７７人（ ２．３％） 中学校 ２６４人（１８．７％） 

  ・ 欠席が多い児童生徒          ２４４人（ ５．１％）           

小学校 ９２人（ ２．７％） 中学校 １５２人（１０．８％） 

 

 図８ 登校状況について（比率：欠席の状況／支援を検討した児童生徒） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

【考 察】  

  校内委員会で支援を検討している児童生徒について、学校が必要と考えている学びの

場は、約６割が通常の学級である。通常の学級での支援、配慮が重要であることが再確

認できる。一方、約３割の児童生徒は「別室での指導」「通級指導教室」等が必要だと回

答している。また、中学校で特別な支援をしている生徒の２割が３０日以上の欠席をし

ていた。 

これらのことから、第一に通常の学級での支援の改善が必要である。そのうえで、児

童生徒個々の状況に応じた個別の対応（多様な学びの場の検討）が求められている。 
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％ 
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ⅣⅣⅣⅣ        「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援状況に関「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援状況に関「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援状況に関「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援状況に関    

する調査」に係る学校訪問結果する調査」に係る学校訪問結果する調査」に係る学校訪問結果する調査」に係る学校訪問結果    

    

１１１１        目目目目    的的的的    

   通常の学級に在籍し、校内委員会で支援を検討している児童生徒（以下「支援を 

検討している児童生徒」への支援状況について、支援が検討されるまでの学校体制等 

について聞き取ったり、児童生徒への実際の指導の様子を参観したりすることで、調 

査結果の分析の参考にする。 

 

２２２２    訪問者訪問者訪問者訪問者        

特別支援教育室指導主事、教育事務所及び市町教育委員会指導主事 

 

３３３３    訪問期間訪問期間訪問期間訪問期間 

  平成２７年４月２７日（月）～平成２７年５月１５日（金） 

 

４４４４    訪問の観点訪問の観点訪問の観点訪問の観点    

（１） 校内委員会で支援を検討する児童生徒を決めるまでの過程 

（２） 通常の学級に在籍している児童生徒の現状（担任が困っていることの有無） 

（３） 校内支援体制（校内委員会の構成、特別支援教育コーディネーターの役割等） 

（４） 個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成状況及び引継ぎ状況 

（５） 校内委員会で支援を検討している児童生徒の状況の把握（授業における配慮 

取り出し指導、支援員の活用等） 

 

５５５５        訪問先訪問先訪問先訪問先    

公立小学校６校、公立中学校４校 

 

６６６６    結果の概要結果の概要結果の概要結果の概要    

（１） 校内支援体制 

○ 校内委員会で支援を検討する前に、担任等の気づきや専門家チームの巡回相談に

よるスクリーニングから把握した、気になる児童生徒について、学年での会議を経

て対応を段階的に行った上で、より学校として組織的な対応が必要な児童生徒につ

いて、校内委員会で検討する学校があった。一方、気になる児童生徒について、校

内委員会で全て検討した上で、学級や学年でそれぞれ具体的な対応について検討す

る等、児童生徒の状況に応じた支援の検討方法をとる学校があった。 

○ 特別支援教育コーディネーターを中心としての組織的な校内体制がとられてい

る学校が多かった。 

 

 

 

 

－８－ 



○ 通常の学級で行われている授業内容を支援が必要な児童生徒の理解度に合わせ

て教材を工夫し、特別支援教育支援員などを活用して児童生徒に応じた指導を行っ

ている学校も見られた。 

○ 集団への参加が難しい児童生徒への対応は、教頭を含め全校体制で行っているが、

職員の手が足りない実情が見られた。 

○ 市町村では、特別支援教育支援員の配置を進めているが、さらに配置を求める声

が多かった。 

 

（２） 個別の教育支援計画、個別の指導計画について 

○ 個別の教育支援計画を作成するよりも、児童生徒への具体的な指導法を検討する

ことが先行し、個別の指導計画を作成している学校が見られた。 

○ 個別の指導計画の作成率が高い学校では、通常の学級に在籍している児童生徒の

個別のファイルを作成している学校が多く、個別の指導・支援について職員の共通

理解を図るために活用されていた。また、記録を残すことで継続性のある支援がな

されていた。 

○ 個別の指導計画の作成率の低い学校でも、職員会議で児童生徒への支援の在り方 

について共通理解を図るなど、学校なりに工夫がなされていた。 

 

（３） 学校から出された支援に関する課題 

○ 学級に入れず、別室登校（保健室や特別教室など学級以外の場で学習）している

児童生徒の学習及び休み時間を含めた支援。 

○ 学級内での個別の支援や取り出し指導が必要と感じていても、十分には校内体制

をとることができない。 

○ 衝動的に行動する児童生徒について、本人及び周りの児童生徒の安全確保への対

応。 

○ 理解までに時間がかかる児童生徒の学習の積み上げ、他の児童生徒との学習内容

の差の広がり。 

○ 週２～３日の登校や登校できない児童生徒への対応。 

○ 情緒障がいの生徒の進学先、特に中学校では、高等学校進学向けての進路指導の

難しさ。 

○ 学習障がい、自閉症スペクトラムの児童生徒への指導方法。 

○ 本人だけでなく、その家族への支援。 

○ 支援が必要な児童生徒に医療やカウンセリングを勧めたいが、一部の病院に集中

し、受診待ちが長期にわたるという状況がある。 
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ⅤⅤⅤⅤ    考察考察考察考察のまとめのまとめのまとめのまとめ        

    

    １１１１    校内委員会で支援を検討している児童生徒の実態校内委員会で支援を検討している児童生徒の実態校内委員会で支援を検討している児童生徒の実態校内委員会で支援を検討している児童生徒の実態    

    

（１）（１）（１）（１）    通常の学級通常の学級通常の学級通常の学級におけるにおけるにおけるにおける在籍在籍在籍在籍状況状況状況状況  

○ 通常の学級に在籍している特別な教育的支援が必要な児童生徒で、校内委員会で組 

織的な対応を検討している児童生徒の割合は 5.4％程度である。 

○ 通常の学級に在籍している児童生徒の中には支援が必要でも、学級や学年の中での 

配慮で、十分に対応できている場合も多くある。 

○ 校内委員会で検討するまでの過程が学校毎に異なっているが、各学校では、主体 

的に、校内委員会で支援の必要な児童生徒について検討し把握に努めている。今後も

より個々の支援の充実につなげるための有効な校内委員会の体制づくりを、学校の実

情に応じて改善、工夫しながら進める必要がある。 

    

（２）（２）（２）（２）    児童生徒の障がい状況児童生徒の障がい状況児童生徒の障がい状況児童生徒の障がい状況    

○ 学校が支援の難しさを感じていると考えられる約９割が発達障がい及び発達障が

いの疑いのある児童生徒であり、発達障がいの児童生徒への支援には、今後も組織的

な検討と対応が必要である。 

○ 通常の学級での学習では、対人関係のトラブルや学習意欲の低下等による学習の積

み上げが難しいことから、十分に習熟できないまま学年が進行し、高等学校進学等に

向けた大きな課題となっている。 

○ 校内委員会で支援を検討する時に、「基礎学力をつける支援の在り方」という視点

からの検討も必要となる。 

    

（３）（３）（３）（３）    指導・支援の困難状況指導・支援の困難状況指導・支援の困難状況指導・支援の困難状況    

○ 学校が支援・指導の際に最も困難を感じていることは、小・中学校とも「学習の遅

れ」であった。児童生徒個々に応じた学習方法の工夫に学校が苦慮していると考えら

れる。個別にどの程度の学習の遅れなのか把握し、どのような対応が必要なのかを整

理して支援していくことが必要である。 

○ 小・中学校ともに「対人関係」にも困難を感じている。「対人関係」のトラブルが生

じる要因として、「衝動性」からくる他者への不適切な関わりや「こだわり」からくる

集団参加への参加の難しさ、「不注意」からくる全体指示の理解不足などが考えられ、

個別的な対応が必要な場面が多くなっている。 

○ 対人関係のトラブルにより、学級経営に困難が生じ、学級全体の学習意欲が低下す

る。そのため学習環境の維持ができず、学習の遅れにつながっていると考えられる。

また、中学校では、「対人関係」のトラブルや学習の遅れによる進路、生き方への不安

からくる「不安感」や自己有用感の低下による「無気力」などへの対応にも苦慮して

いると考えられる。 

○ 「対人関係」のつまずきから生じる様々なトラブルによって、自尊感情、自己肯定

感が低くなる児童生徒もいる。特に、ＬＤ、ＡＤＨＤ、自閉症の児童生徒への支援に

ついては様々な配慮が必要であるが、対応に追われ、疲弊感を感じている学校もある。 

○ より個に応じた支援を行うために、具体的な手立てを個別の指導計画に記載し、学

校全体で情報を共有しながら、チーム支援を行っていくことが大切である。 

    

－１０－ 



２２２２    校校校校内委員会で支援を検討している内委員会で支援を検討している内委員会で支援を検討している内委員会で支援を検討している児童生徒児童生徒児童生徒児童生徒へのへのへのへの支援状況支援状況支援状況支援状況にににについてついてついてついて    

    

（１）（１）（１）（１）    個別の教育支援計画の作成率個別の教育支援計画の作成率個別の教育支援計画の作成率個別の教育支援計画の作成率 

○ 個別の教育支援計画の作成率は、校内委員会支援を検討している児童生徒のうち、

小学校 47.8％、中学校 45.7％であった。作成されているのは、半分程度であった。 

○ 個別の教育支援計画を作成するよりも、児童生徒への具体的な指導法を検討するこ

とが先行し、まず個別の指導計画を作成して指導にあたっていると考えられる。 

○ 長期的な目標のもとに一貫した教育支援や引継ぎを行うためにも、関係機関との連

携のツールとして個別の教育支援計画の作成、活用を進めていく必要がある。 

○ 個別の指導計画による支援を行いながら、医療・福祉・労働機関との連携を図って

いくために、簡易な形でも個別の教育支援計画を作成していくことが必要である。 

    

（（（（２２２２））））    個別の指導計画の作成個別の指導計画の作成個別の指導計画の作成個別の指導計画の作成率率率率 

○ 校内委員会で支援を検討している児童生徒一人一人についての個別の指導計画の作

成率は、小学校で 63.1％､中学校で 44.6％であった。個別の指導計画がなくても、「指

導にあたっての配慮事項」等を学年等で共有しながら対応している学校もある。 

○ 校内委員会で支援を検討している児童生徒について、個に応じた支援の方向性を学

校全体で共有し、チームとして支援にあたるためにも、まず個別の指導計画を個々の

ニーズに応じて簡易的な形でも作成することが大切である。作成した個別の指導計画

は、記録としても活用でき､記録を基に支援方法の改善や児童生徒の状況の変化に対応

するなどの活用を図ることができるようにしていくことが必要である。 

 

 

３３３３        早期からの早期からの早期からの早期からの一貫した一貫した一貫した一貫した支援体制支援体制支援体制支援体制についてについてについてについて 

    

（１（１（１（１））））        前在籍校園からの前在籍校園からの前在籍校園からの前在籍校園からの引継引継引継引継ぎぎぎぎ    

○  幼稚園・保育所では、引継ぎが必要な幼児に気づく目を育てること、現行の巡回相

談事業や早期支援事業を活用していくことがその一助となると考える。幼稚園・保育

所と小学校の連携や支援体制等、幼児を取り巻く環境を含めた引継ぎ、保護者も巻き

込んだ引継ぎのあり方の整理も必要となってくる。特に、小学校は、必要な情報を明

確にして幼稚園・保育所へ求めていくことが大切である。 

○ 個別の指導計画等による小学校から中学校への引継ぎは、その必要性が認識され、

以前よりは増えてきている。今後、個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成を進

め、より確かな引継ぎ体制を構築することが必要である。 

    

（２）（２）（２）（２）        相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携相談機関との連携 

○ 引継ぎを促進するためには、早期からの一貫した支援体制を構築することが必要で

ある。そのためには、相談機関との連携が重要であるが、今回の調査では、連携がな

されていたのは４割であった。 

○ どこに相談して良いのか分からないケースやＬＤ、ＡＤＨＤ等で医療機関等との連

携が必要な場合に、スムーズに連携できる体制づくりが必要である。 

○ 医師の診断の有無にかかわらず、支援が必要と学校で判断すれば、学校独自の取組

により個別指導等、個々に応じた手立てを行っていることに関しては今後も継続して

いくことが必要である。 

 

－１１－ 



（３）（３）（３）（３）        早期からの早期からの早期からの早期からの一貫した一貫した一貫した一貫した支援体制支援体制支援体制支援体制    

○ 早期からの適切な支援ができるような体制づくりについては、現在取り組んでいる

「早期からの教育相談・支援体制構築モデル事業」の成果を発信し、市町村単位で既

存の組織を活用しながら医療、福祉等と連携していく体制づくりを進めていく必要が

ある。 

○ 本県が平成２２年度から取り組んでいる、『幼保小連携スタートプログラム～「遊び」

から「学び」へ 共に育む自主性と思いやり～』を活用し、幼稚園・保育所等及び小学

校における子どもの成長と学びが滑らかになるように支援していくことが必要である。 

    

    

４４４４    校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している校内委員会で支援を検討している児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場児童生徒が必要としている多様な学びの場 

    

（（（（１１１１））））        通常の学級における工夫通常の学級における工夫通常の学級における工夫通常の学級における工夫    

○ 校内委員会で支援を検討している児童生徒の６割は通常の学級で配慮しながらの学

習が必要であるとされていた。このことは、通常の学級における支援の充実がさらに

必要であることを示している。 

○ 通常の学級における工夫として、例えば、ユニバーサルデザインによる学習環境の 

整備を学校全体で取組み、学びの場の形態（個別学習、ペア学習、グループ学習等）

の工夫、授業内容や学級経営の見直しなどが有効と考える。児童生徒の不安感を解消

し、分かったことへの満足感、成就感、自己肯定感を育てていくことが大切である。 

○ こうした取組みへの基本姿勢として、県教育委員会が重視している、学級担任・教

科担任に必要な力である「担任力」に基づき、支援が必要な児童生徒のみならず、通

常の学級で学ぶ全ての児童生徒が確かに学べるための研修等について学校として組織

的に取組むことが必要である。 

    

（（（（２２２２））））        多様な学習形態の工夫多様な学習形態の工夫多様な学習形態の工夫多様な学習形態の工夫    

○ 校内委員会で支援を検討している児童生徒の教育的ニーズに対応するために必要だ

と思われる学びの場として約６割が通常の学級、約３割が「別室での指導」「通級指導

教室」等の「取り出しによる指導」と学校はとらえている。しかし、中学校では「特

別な扱い」への周囲の目を気にして「取り出しによる指導」を受けたがらない生徒も

いる。 

○ 登校状況では、中学校で約３割の生徒が不登校や欠席が多かった。失敗体験等によ

る意欲や自己肯定感の低下、不安感などが要因となり、「学びにくさ」や「生きにくさ」

になっている。 

○ 児童生徒の個々のニーズに応じて多様な学び方があることを、教職員だけでなく児

童生徒、保護者へも理解を図りながら、児童生徒のニーズに応じて適時的かつ柔軟に

支援することが大切である。 

○ 児童生徒個々の学びやすい場として、文部科学省の「フリースクール等検討会議」

の動向を見ながら、フリースクール等（フリースクール、適応指導教室、自宅学習な

ど学校外での学習の場）と連携や多様な学習形態について工夫していく必要がある。 
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ⅥⅥⅥⅥ    今後の施策推進今後の施策推進今後の施策推進今後の施策推進の方向性の方向性の方向性の方向性（★（★（★（★    重点）重点）重点）重点）    

    

    調査を通して、校内委員会で特別な教育的支援を検討している児童生徒の実態や支援状

況から、個別の指導計画、個別の教育支援計画作成の必要性、確かな引継ぎにより早期か

らの支援体制の構築、通常の学級における学びの工夫・改善と多様な学びの場の検討等の

課題が明らかになった。 

 県教育委員会として、全ての子どものより良い学習環境を保障するために、周りの児童

生徒の学習も保障するために、適切な教員配置、スクールカウンセラー、ソーシャルスク

ールワーカー、作業療法士（ＯＴ）、理学療法士（ＰＴ）、言語聴覚士（ＳＴ）等の効果的

な活用が課題と考えている。なお、引き続き、関係機関と連携しながらその配置について

検討・検証する必要を感じている。 

 これらのことも勘案しながら、「第２次山形県特別支援教育推進プラン」の施策と同時に

「第６次山形県教育振興計画」を進めていくことが必要であると考えている。   

 

  【第６次山形県教育振興計画】  

基本方針Ⅴ 「特別なニーズに対応した教育を推進する」 

主要施策１０「特別支援教育の充実」 

主な取組  「医療・保健・福祉等と連携した就学前からの支援、各学校 

段階における特別支援教育の充実、社会参加に向けた支援、 

教員の専門性向上」 

   主な目標指標「校内指導体制の整備」 

         「障がいのある幼児児童生徒に対する個別の指導計画の作成」                    

（第６次山形県教育振興計画 基本方針と主要施策体系より抜粋） 

 

１１１１    個別の教育支援計画、個別の教育支援計画、個別の教育支援計画、個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成と活用個別の指導計画の作成と活用個別の指導計画の作成と活用個別の指導計画の作成と活用    

 

 今後の施策の推進については、「第２次山形県特別支援教育推進プラン」を着実に

実施していく中で、プランの施策３「個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成・

活用と引継ぎ」を推進するために以下の取組を進めていく。 

 

（１） 校内体制を整え、児童生徒の実態把握や具体的な支援、効果等の評価を行う校

内委員会の活性化を図るとともに、特別な教育的支援を必要とする児童生徒の個別

の指導計画の作成を推進する。★  

（２） 通常の学級に在籍している児童生徒へ活用できるように、簡易な形での個別の指

導計画の作成についての事例及び工夫を学校へ情報提供していく。 

（３） 個別の指導計画等を活用し、指導目標や内容、配慮事項などの共通理解を図り、 

組織的な指導ができるような体制づくり進める。 
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２２２２    早期からの早期からの早期からの早期からの一貫した一貫した一貫した一貫した支援体制のさらなる構築支援体制のさらなる構築支援体制のさらなる構築支援体制のさらなる構築    

    

 昨年度から文部科学省の委託を受けて取り組んでいる「早期からの教育相談、支援 

体制構築事業」のモデル地区での取組の成果を発信しながら早期からの支援体制を構 

築していく。 

 

（１） 早期からの支援体制構築事業、幼保小連携スタートプログラム、地域本部事業、

コミュニティ・スクール、スクールカウンセラー退職教職員、ボランティア等を活

用し、市町村教育委員会を中心とした地域の特性を活かした早期からの支援体制を

構築する。★ 

（２） 特別支援学校のセンター的機能を有効活用した相談体制の構築を図る。 

（３） 「やまがたサポートファイル」の小・中学校への周知を図り、幼保小・小中連携を

進めていく。 

（４） 「早期からの教育相談・支援体制構築事業」による市町村における実践を発信し、 

市町村における早期からの一貫した支援体制を整備する。 

（５） 各市町村教育員会が各自治体の福祉・医療との連携や、スクールクラスター（域

内の教育資源の組合せ）の効果的な活用を図る。 

    

３３３３    子どもに応じた子どもに応じた子どもに応じた子どもに応じた多様な学びの場多様な学びの場多様な学びの場多様な学びの場の充実の充実の充実の充実    

    

通常の学級に在籍している児童生徒が、学級や学校の中で落ち着いて学習できるよ

うに、ユニバーサルデザインを取り入れた授業の工夫、児童生徒の自己肯定感を高め

る指導・支援の工夫が必要である。 

  

（１） 通常の学級におけるユニバーサルデザイン等を活用した指導を工夫し、「担任力」 

の向上を図る。★ 

（２） 通級による指導や取り出しによる指導の必要性についての理解啓発、通常の学級

での個別の配慮などについて学校体制を整える。★ 

（３） 研修会等において、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課の「教育支援資料 

～障害のある子供の就学手続と早期からの一貫した支援の充実～」の周知を進め、 

障がいの理解と状態の把握・教育的ニーズ・必要な指導内容・合理的配慮の観点な 

どの理解を深める。 

（４） 個に応じた学びの場としてのＬＤ、ＡＤＨＤ通級指導教室や取り出し指導の実践 

を検証するとともに、ＬＤ、ＡＤＨＤ指導者の専門性を高めていく。 

（５） ＳＴ（言語聴覚士）、ＯＴ（作業療法士）、ＰＴ（理学療法士）などの連携により 

特別支援学校のセンター的機能の強化を図っていく。 

    

おわりにおわりにおわりにおわりに    

 

これまで私たちは、「担任力の育成」「特別支援学級へのさんさんプラン導入」「管理職研

修・ミドルリーダー研修における特別支援教育に係わる研修導入」「チーム学校の取組」な

どを行ってきている。これらを土台に、各学校で一人ひとりの教職員が特別支援教育の理

念をさらに深く理解することが大切である。また、今回の調査から、適切な支援を行うた

めに必要な次のことを、一人ひとりの教職員が推進役となり、実践していく必要がある。  

①個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成と活用 

②早期からの一貫した支援  

③通常の学級における支援の工夫 

④子どもに応じた多様な学びの場の確保 

今後も、第６次山形県教育振興計画の中間期である５年後をめどに「支援状況」に関す

る評価、見直し、改善を行うために再調査を行い、全ての児童生徒に必要な支援が行き届

くようにしていきたい。 

－１４－ 
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